
１　重要な会計方針

　（１）有形固定資産の減価償却について

　　法人税法に基づく定率法により減価償却を実施している。

　（２）資金の範囲

　

　（３）消費税等の会計処理方法

　

　（４）リース取引の処理方法

２　会計方針の変更

３　基本財産及び特定資産の増減額及び残高は、次のとおりである。

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

定 期 預 金 20,000,000 0 0 20,000,000

特定資産

スポーツ会館積立預金 27,070,535 4,172 1,000,000 26,074,707

少 年 団 周 年 記 念 預 金 778,788 465,070 0 1,243,858

小 計 47,849,323 469,242 1,000,000 47,318,565

合 計 47,849,323 469,242 1,000,000 47,318,565

４　次期繰越金収支差額及びその残高は、次のとおりである。

科 目

現 金 預 金

仮 払 金

未 収 金

前 払 金

（ 合 計 ）

未 払 金

前 受 金

預 り 金

（ 合 計 ）

次 期 繰 越 収 支 差 額

2,001,640 4,350,764

411,000

0 605,458

0 0

前期末残高 当期末残高

2,412,640 5,190,144

748,822

0

財務諸表に対する注記

599,000

0 0

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

1,750,773 4,441,322

240,380

資金の範囲には、現金預金、未収金、未払金、前払金、前受金、預り金に依ることにしてい

る。

なお、前期末及び当期末残高は、下記4に記載するとおりである。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

平成18年度から、「公益法人会計基準」（平成16年10月14日公益法人等の指導監督等に関す

る関係省庁連絡会議申合せ）を採用している。

661,867 143,364

661,867



５　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科 目 取 得 価 格 減価償却累計額 当期末残高

車 両 運 搬 具 1,174,000         1,173,999         1                        

合 計 1,174,000         1,173,999         1                        

６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残額

（補助金）

0 27,000,000 26,394,542 605,458

0 40,000 40,000 0

（助成金）

0 599,000 599,000 0

７　その他

　(1) 一般財団法人への移行

附属明細書

１．基本財産および特定資産

２．退職給与引当金について

　当財団は、「一般財団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成18年法律第50

号）」第45条に基づく一般財団法人への移行認可申請を行い、平成25年3月22日で認可を受

け、平成25年4月1日付で移行登記を行い、名称を「一般財団法人上田市体育協会」に変更し

た。

基本財産および特定資産の明細については、財務諸表の注記において記載している。

　職員の給与に関する規程第１０条1項から４項並びに別表第３に依り、特退金及び中退金

と契約を結び各人毎に共済掛金額を定め協会が負担し、退職金は定められた給付額が

退職時、直接本人に支払われる。従って退職給与引当金は計上しない。

独立行政法人日本ス

ポーツ振興センター

公益財団法人長

野県スポーツ協

会

一般財団法人上田市体育協会

体育事業補助金

スポーツ振興くじ助成金

スポーツ振興事業補助金

上田市


